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日興ジャパンオープン       
ファンドマネージャーから皆様へのメッセージ 

構造的な人手不足への対応 
 
国内景気が緩やかな回復基調を続ける中、団塊世代の退職などで労働力人口の減少が加速して

いることで、幅広い業種で人手不足が起こっています。求職者に対する求人数の割合を示す有効

求人倍率は、昨年 12 月時点で 1.15 倍と 22 年 9 ヵ月ぶりの高水準となりました。人材の確保は、

企業経営の大きな課題となっており、必要な人材が確保できないことや、労働需給の逼迫で賃金

が上昇していることなどが、企業業績にマイナスの影響を与えるケースも出てきています。 

 

信頼できると判断したデータをもとに日興アセットマネジメントが作成 

※グラフ、データは過去のものであり、将来の運用成果などを約束するものではありません。 

 
 人手不足は、人口減少を背景としていることから、構造的に続く可能性が高いと考えられます。

ただし、こうした環境を、ビジネスチャンスと捉える企業も多くみられ、当ファンドにおいても、

以下の３点を中長期的な投資テーマとして注目しています。 
 
① 人材関連ビジネス 

景気回復を背景とした企業活動の活発化を受けて、人材派遣、人材紹介などの需要が高まっ

ており、関連企業の業績が好調に推移しています。政府が積極的に推進している、女性の活

用や、労働市場の柔軟化が進む過程では、多様な働き方を提供する人材派遣や人材紹介のサ

ービスが拡大すると考えています。また、自動車に代表される輸出型の製造業各社は、円安

効果などによる好業績を背景に、将来に向けた研究開発投資を積極化しており、開発プロジ

ェクトへの技術者派遣や、開発の一部を請け負うビジネスを展開する企業にも注目していま

す。 
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② 福利厚生代行ビジネス 

優秀な人材を確保するためには、賃金水準を引き上げるだけではなく、福利厚生を充実させ

ることも重要なポイントになります。しかし、自前で保養所や社員寮を運営したり、各種の

サービスを提供したりすることは、企業の負担が大きいことから、福利厚生を外部企業にア

ウトソースする動きが続いています。最近では、人手不足に悩む中小企業が、新たに福利厚

生の代行サービスを導入するケースが増えており、関連企業に注目しています。 
 
 

③ ＦＡ（ファクトリーオートメーション）関連企業 
円安基調やアジア各国の人件費上昇を受けて、一部の企業では海外での生産から国内生産に

回帰する動きがみられます。しかしながら、高齢化が進む地方において、工場の現場で働く

人材を確保するのは容易ではありません。このため、製造ラインの自動化（オートメーショ

ン）をさらに進めることで、一人当たりの生産性を高めるための投資が積極的に行なわれて

おり、センサーなどの制御機器や、ロボットなどの需要が拡大しています。この分野におい

て、日本企業はグローバルで高い競争力を持っており、アジアでも起こり始めている人手不

足や人件費の上昇を背景とした自動化投資の拡大から恩恵を受けられる点にも注目していま

す。 
 
 
日本経済にとって、人手不足の問題を解決することは、最重要課題の一つであることから、

関連するビジネスの範囲が長期的に拡大していくことが想定されます。今後も、人材の確保

や生産性の向上に関する有望な製品やサービスを提供する企業を発掘することに注力したい

と考えています。 
 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

■当資料は、投資者の皆様に「日興ジャパンオープン（愛称：ジパング）」へのご理解を高めて

いただくことを目的として、日興アセットマネジメントが作成した販売用資料です。■掲載されて

いる見解は、当資料作成時点のものであり、将来の市場環境の変動や運用成果などを保証す

るものではありません。 
3/6 

3
Fund Information

販売用資料 

お申込みに際しての留意事項 
＜リスク情報＞ 
 

 投資者の皆様の投資元金は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を
被り、投資元金を割り込むことがあります。ファンドの運用による損益はすべて投資者（受
益者）の皆様に帰属します。なお、当ファンドは預貯金とは異なります。 

 当ファンドは、主に株式を実質的な投資対象としますので、株式の価格の下落や、株式の
発行体の財務状況や業績の悪化などの影響により、基準価額が下落し、損失を被ること
があります。また、外貨建資産に投資する場合には、為替の変動により損失を被ることが
あります。 

 

主なリスクは以下の通りです。 

【価格変動リスク】 
株式の価格は、会社の成長性や収益性の企業情報および当該情報の変化に影響を受け
て変動します。また、国内および海外の経済・政治情勢などの影響を受けて変動します。 
ファンドにおいては、株式の価格変動または流動性の予想外の変動があった場合、重大な
損失が生じるリスクがあります。 
【流動性リスク】 
市場規模や取引量が少ない状況においては、有価証券の取得、売却時の売買価格は取引
量の大きさに影響を受け、市場実勢から期待できる価格どおりに取引できないリスク、評価
価格どおりに売却できないリスク、あるいは、価格の高低に関わらず取引量が限られて        
しまうリスクがあり、その結果、不測の損失を被るリスクがあります。 
【信用リスク】 
投資した企業の経営などに直接・間接を問わず重大な危機が生じた場合には、ファンドにも
重大な損失が生じるリスクがあります。デフォルト（債務不履行）や企業倒産の懸念から、 
発行体の株式などの価格は大きく下落（価格がゼロになることもあります。）し、ファンドの 
基準価額が値下がりする要因となります。 
【為替変動リスク】 
外貨建資産については、一般に外国為替相場が当該資産の通貨に対して円高になった 
場合には、ファンドの基準価額が値下がりする要因となります。 
 

※基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。 
 

＜その他の留意事項＞ 

 当資料は、投資者の皆様に「日興ジャパンオープン（愛称：ジパング）」へのご理解を高めて
いただくことを目的として、日興アセットマネジメントが作成した販売用資料です。 

 当ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・
オフ）の適用はありません。 

 投資信託は、預金や保険契約とは異なり、預金保険機構および保険契約者保護機構の 
保護の対象ではありません。また、銀行など登録金融機関で購入された場合、投資者保護
基金の支払いの対象とはなりません。 

（次頁に続きます） 
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（前頁より続きます） 
 

 分配金は、投資信託の純資産から支払われますので、分配金が支払われると、その金額

相当分、基準価額は下がります。分配金は、計算期間中に発生した運用収益を超えて支

払われる場合があります。投資者のファンドの購入価額によっては、分配金の一部または

全部が、実質的には元本の一部払戻しに相当する場合があります。 

 

 投資信託の運用による損益は、すべて受益者の皆様に帰属します。当ファンドをお申込み
の際には、投資信託説明書（交付目論見書）などを販売会社よりお渡ししますので、内容を
必ずご確認の上、お客様ご自身でご判断ください。  

 

お申込メモ 

商品分類 ： 追加型投信／国内／株式 
ご購入単位 ： 購入単位につきましては、販売会社ないしは委託会社の照会先にお問い合わせ 
  ください。 
ご購入価額 ： 購入申込受付日の基準価額 
信託期間 ： 2023年8月21日まで（1998年8月28日設定） 
決算日 ： 毎年8月20日（休業日の場合は翌営業日） 
収益分配 ： 毎決算時に、分配金額は、委託会社が基準価額水準、市況動向などを勘案して 
  決定します。ただし、分配対象額が少額の場合には分配を行なわないこともあり 

ます。 
※将来の分配金の支払いおよびその金額について保証するものではありません。 

ご換金価額 ： 換金請求受付日の基準価額 

ご換金代金のお支払い ： 原則として、換金請求受付日から起算して5営業日目からお支払いします。  

課税関係 ： 原則として、分配時の普通分配金ならびに換金時および償還時の差益は課税の  
  対象となります。 
  ※課税上は、株式投資信託として取り扱われます。 
  ※公募株式投資信託は税法上、少額投資非課税制度の適用対象です。 

 ※配当控除の適用があります。 
  ※原則として、益金不算入制度が適用されます。 
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手数料等の概要 

 
お客様には、以下の費用をご負担いただきます。 

   U＜お申込時、ご換金時にご負担いただく費用＞ 
   購入時手数料 ： 購入時手数料率は、3.24％（税抜3％）を上限として販売会社が定める率      
  とします。 
                      ※分配金再投資コースの場合、収益分配金の再投資により取得する口数に 
    ついては、購入時手数料はかかりません。 
   換金手数料 ： ありません。    
   信託財産留保額 ： ありません。  
   U＜信託財産で間接的にご負担いただく（ファンドから支払われる）費用＞ 
   信託報酬 ： 前営業日の基準価額と前営業日の属する月の前月の最終営業日の基準価額を 
  比較して、純資産総額に対し下記の率を乗じて得た金額とします。 
             ①前営業日の基準価額が上回っている場合 ：年率1.8576％（税抜1.72%）  
             ②前営業日の基準価額が下回っている場合 ：年率1.4256％（税抜1.32%） 
             ③前営業日の基準価額と同額の場合      ：年率1.6416％（税抜1.52%） 
   その他費用 ： 組入有価証券の売買委託手数料、監査費用、借入金の利息、立替金の利息  
  など  
     ※その他費用については、運用状況により変動するものであり、事前に料率、 

上限額等を示すことができません。  
※ 当ファンドの手数料などの合計額については、投資者の皆様がファンドを保有される期間などに 

 応じて異なりますので、表示することができません。 
※ 詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。 

 
委託会社、その他関係法人  
委託会社 ： 日興アセットマネジメント株式会社 
    金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第368号 

  加入協会：一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会、 

       日本証券業協会 

受託会社 ： 野村信託銀行株式会社 

販売会社 ： 販売会社については下記にお問い合わせください。 
  日興アセットマネジメント株式会社 
  〔ホームページ〕http://www.nikkoam.com/ 
  〔コールセンター〕0120-25-1404 
  （午前9時～午後5時。土、日、祝・休日は除く。） 
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（当資料作成日現在、50 音順） 
 

投資信託説明書（交付目論見書）のご請求・お申込みは

日本証券業
協会

一般社団法人
日本

投資顧問業
協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種

金融商品
取引業協会

青木信用金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第199号

あかつき証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第67号 ○ ○

株式会社阿波銀行 登録金融機関 四国財務局長（登金）第1号 ○

飯塚信用金庫 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第16号

エース証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第6号 ○

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2251号 ○ ○ ○ ○

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○

遠州信用金庫 登録金融機関 東海財務局長（登金）第28号

大分みらい信用金庫 登録金融機関 九州財務局長（登金）第18号

大阪信用金庫 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第45号

岡崎信用金庫 登録金融機関 東海財務局長（登金）第30号 ○

鹿児島相互信用金庫 登録金融機関 九州財務局長（登金）第26号

カブドットコム証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第61号 ○ ○

きのくに信用金庫 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第51号

岐阜信用金庫 登録金融機関 東海財務局長（登金）第35号 ○

京都信用金庫 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第52号 ○

京都中央信用金庫 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第53号 ○

京都北都信用金庫 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第54号

株式会社きらやか銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第15号 ○

桐生信用金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第234号

株式会社京葉銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第56号 ○

株式会社高知銀行 登録金融機関 四国財務局長（登金）第8号 ○

神戸信用金庫 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第56号

さがみ信用金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第191号

佐野信用金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第223号

静岡信用金庫 登録金融機関 東海財務局長（登金）第38号 ○

株式会社島根銀行 登録金融機関 中国財務局長（登金）第8号 ○

株式会社十八銀行 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第2号 ○

白河信用金庫 登録金融機関 東北財務局長（登金）第36号

株式会社親和銀行 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第3号 ○

スルガ銀行株式会社 登録金融機関 東海財務局長（登金）第8号 ○

静清信用金庫 登録金融機関 東海財務局長（登金）第43号 ○

株式会社仙台銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第16号 ○

株式会社大光銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第61号 ○

髙木証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第20号 ○

高崎信用金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第237号

瀧野川信用金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第168号

多摩信用金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第169号 ○

ちばぎん証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第114号 ○

株式会社筑波銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第44号 ○

東海東京証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第140号 ○ ○ ○

東京東信用金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第179号 ○

東洋証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第121号 ○

株式会社栃木銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第57号 ○

内藤証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第24号 ○ ○

長浜信用金庫 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第69号

株式会社名古屋銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第19号 ○

西尾信用金庫 登録金融機関 東海財務局長（登金）第58号

西兵庫信用金庫 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第73号

日産センチュリー証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第131号 ○ ○

二本松信用金庫 登録金融機関 東北財務局長（登金）第46号

沼津信用金庫 登録金融機関 東海財務局長（登金）第59号

のと共栄信用金庫 登録金融機関 北陸財務局長（登金）第30号

八幡信用金庫 登録金融機関 東海財務局長（登金）第60号

浜銀ＴＴ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第1977号 ○

播州信用金庫 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第76号 ○

兵庫信用金庫 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第81号 ○

フィリップ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第127号 ○ ○

福井信用金庫 登録金融機関 北陸財務局長（登金）第32号

福島信用金庫 登録金融機関 東北財務局長（登金）第50号

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2336号 ○ ○ ○ ○

むさし証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第105号 ○ ○

株式会社もみじ銀行 登録金融機関 中国財務局長（登金）第12号 ○ ○

焼津信用金庫 登録金融機関 東海財務局長（登金）第69号

株式会社八千代銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第53号 ○

結城信用金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第228号

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○

ワイエム証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長（金商）第8号 ○

金融商品取引業者等の名称 登録番号

加入協会


